
 
 

 
 

許 可 後 の 注 意 事 項 
（愛知県知事許可業者向け） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  

建設業法の定めにより、 

・事業年度終了届出書の提出は、 

毎年、決算終了後４か月以内に 

・変更届出書の提出は、 

提出期限内に（詳しくは５ページ参照） 

・許可の更新の申請は、 

有効期間満了の３か月前～３０日前に 

行ってください。 

建設業の許可を受けた皆様に守っていただくべき
ことについてのご案内です。必ずお読みください。 



 
 

はじめに 

この冊子は、今回、建設業の許可を受けられた方が今後行わなければならな

いことを簡単にまとめたものです。 
建設業の許可は５年間有効ですが、その間に様々な変更事項が発生すると存

じます。毎期、財務状況は当然に変化しますし、営業所の所在地や代表者が変

わることもあるでしょう。新しい許可業種が必要になるかもしれません。 
変更が生じると、届出や申請が必要となる場合があります。 
また、建設業の営業にあたっては、守っていただかなければならない事項が

法律で定められています。 
この冊子の内容をよくご覧になって、手続を忘れたり、遅れたりすることの

ないようにご注意いただき、法律を遵守した営業を行っていただくよう、お願

いいたします。 
 

閲覧制度について 

建設業の許可を受けられた方の申請書類や届出書類は公衆の閲覧に供せられ

ます。この閲覧制度は建設業者のみなさんに関わる情報を提供し、適切な建設

業者の選定の利便に供しようとするものです。 
愛知県でも閲覧所を設けていますが、建設業者の主たる営業所の所在地ごと

に異なっています。詳しくは、３ページをご覧ください。 
 

 

目次 

１．許可申請等の注意事項 ……………………………………………  1 
２．標識（看板）の設置 ………………………………………………  2 
３．許可に関する書類の提出先および閲覧所 ………………………  3 
４．許可を受けた後の届出 ……………………………………………  4 
５．更新・業種追加・許可区分の変更・許可換え等の申請 ………  6 
６．経営事項審査 ………………………………………………………  8 
７．すべての許可業者の遵守事項 ……………………………………  9 
８．元請負人の遵守事項 ……………………………………………… 14 
９．特定建設業者の遵守事項 ………………………………………… 15 
10．電子申請について  ………………………………………………… 16 

 



- 1 - 
 

１．許可申請等の注意事項 

 
近年、全国的に建設業法上の監督処分（指示、営業停止、許可取消など）事例

が多発しています。 
重要な事項の虚偽記載や不正の手段により許可を受けた場合は、厳しい処分

がありますので、この趣旨をよく理解していただき、正しい申請をしていただく

ようお願いします。 
また、許可後の各種届出についても、内容、提出時期について誤りがないよう

にご注意ください。 
 
 
① 許可申請もしくはその添付書類および各種届出書類の記載にあたって 
は、以下の手引き等を事前によくお読みいただいたうえで提出していた 

だくようお願いします。 
・ 建設業許可申請の手引 

・ 建設業法による変更届等の手引 

・ 許可後の注意事項（本冊子） 

 

⇒「建設業許可申請の手引」「建設業法による変更届等の手引」は、 

建設業・不動産業室のＷｅｂサイトからダウンロードできます（裏表紙参照）。 

 
② 建設業法では、許可申請書もしくはその添付書類中に、重要な事項の 

虚偽記載又は重要な事実の記載もれがあった場合は、許可ができないこ 
とになっています。（建設業法第８条） 

 
また、不正の手段（※）により許可（更新を含む）を受けた場合は、許 

可は取り消されることになり、その取消しの日から５年間許可を受けられ 
ないことになっています。（建設業法第 29 条） 

 
※ 「不正の手段」とは、許可申請書およびその添付書類に虚偽の記載をしたり、 

許可の審査に関連する行政庁の照会、検査等に対し虚偽の回答等をしたり、 
あるいは暴行、脅迫その他の不正な行為により行政庁の判断を誤らせた場合 
などをいいます。 
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２．標識（看板）の設置 

建設業の許可を受けた方は、必ずその店舗および発注者から直接請け負った

工事の現場ごとに、公衆の見やすい場所に次の標識を掲げてください。（建設業法

第 40条） 
 

（１）建設業の許可を受けた建設業者が標識を店舗に掲げる場合 

建   設   業   の   許   可   票 

商 号 又 は 名 称   

代 表 者 の 氏 名   
一 般 建 設 業 又 は 

特 定 建 設 業 の 別 
許可を受けた建設業 許 可 番 号 許 可 年 月 日 

    愛知県知事許可（）第 号   

    愛知県知事許可（）第 号   

    

…
   

    愛知県知事許可（）第 号   
こ の 店 舗 で 営 業 

し て い る 建 設 業 
  

 
 
（２）建設業の許可を受けた建設業者（元請業者のみ）が標識を建設工事の現場

に掲げる場合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注１ 「主任技術者の氏名」の欄は、法第２６条第２項の規定に該当する場合には、「主任技術者の氏名」を「監理

技術者の氏名」とし、その監理技術者の氏名を記載すること。 
２ 「専任の有無」の欄は、法第２６条第３項の規定に該当する場合に、「専任」と記載し、同項ただし書に該当

する場合には、「非専任（監理技術者を補佐する者を配置）」と記載すること。 
３ 「資格名」の欄は、当該主任技術者又は監理技術者が法第７条第２号ハ又は法第１５条第２号イに該当する者

である場合に、その者が有する資格等を記載すること。 
４ 「資格者証交付番号」の欄は、法第２６条第５項に該当する場合に、当該監理技術者が有する資格者証の交付

番号を記載すること。 
５ 「許可を受けた建設業」の欄には、当該建設工事の現場で行っている建設工事に係る許可を受けた建設業を記

載すること。 
 

※ 標識（看板）の設置について愛知県から斡旋されているかのような営業を行う看

板業者があるようですが、愛知県では看板業者の紹介、斡旋等は一切行っていませ

んので、ご注意ください。 

建   設   業   の   許   可   票 

商 号 又 は 名 称   

代 表 者 の 氏 名   
主任技術者の 

氏 名 
専任の有無    

 資 格 名 
資 格 者 証 

交 付 番 号 
   

一 般 建 設 業 又 は 

特 定 建 設 業 の 別 
  

許 可 を 受 け た 建 設 業   

許 可 番 号  愛知県知事許可（    ）第       号 

許 可 年 月 日   

＜--------------------------------------------------３５ｃｍ以上--------------------------------------------------＞ 

＜--------------------------------------------------４０ｃｍ以上--------------------------------------------------＞ 

＜
---

---
---

---
３

５
ｃ

ｍ
以

上
---

---
---

---
＞

 
＜

---
---

---
---

-２
５

ｃ
ｍ

以
上

---
---

---
---

-＞
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３．許可に関する書類の提出先および閲覧所 

 
愛知県知事の建設業許可に関する書類の提出先および閲覧所は、建設業者の

主たる営業所の所在地ごとにそれぞれ異なっています。 
 

主たる営業所の所在地 提 出 先 および 閲 覧 所 電 話 番 号 

名古屋市全域 

愛知県都市・交通局都市基盤部 

都市総務課建設業・不動産業室 
  〒４６０－８５０１ 

  名古屋市中区三の丸３－１－２ 

（０５２）９５４－６５０３ 

瀬戸市、春日井市、小牧市、 

尾張旭市、豊明市、日進市、 

清須市、北名古屋市、長久手市、 

愛知郡、西春日井郡の区域 

尾張建設事務所総務課 
  〒４６０－０００１ 

  名古屋市中区三の丸２－６－１ 
（０５２）９６１－４４０９ 

一宮市、犬山市、江南市、 

稲沢市、岩倉市、丹羽郡の区域 

一宮建設事務所総務課 
  〒４９１－００５３ 

  一宮市今伊勢町本神戸立切１－４ 
（０５８６）７２－１４６５ 

津島市、愛西市、弥富市、 

あま市、海部郡の区域 

海部建設事務所総務課 
  〒４９６－８５３３ 

  津島市西柳原町１－１４ 
（０５６７）２４－２１４１ 

半田市、常滑市、東海市、 

大府市、知多市、知多郡の区域 

知多建設事務所総務課 
  〒４７５－０８２８ 

  半田市瑞穂町２－２－１ 
（０５６９）２１－３２３３ 

岡崎市、西尾市、額田郡の区域 
西三河建設事務所総務課 
  〒４４４－０８６０ 

  岡崎市明大寺本町１－４ 
（０５６４）２７－２７４５ 

碧南市、刈谷市、安城市、 

知立市、高浜市の区域 

知立建設事務所総務課 
  〒４７２－００２６ 

  知立市上重原町蔵福寺１２４ 
（０５６６）８２－３１１４ 

豊田市、みよし市の区域 
豊田加茂建設事務所総務課 
  〒４７１－０８６７ 

  豊田市常盤町３－２８ 
（０５６５）３５－９３１２ 

新城市、北設楽郡の区域 
新城設楽建設事務所総務課 
  〒４４１－１３５４ 

  新城市片山字西野畑５３２－１ 
（０５３６）２３－５１１１ 

豊橋市、豊川市、蒲郡市、 

田原市の区域 

東三河建設事務所総務課 
  〒４４０－０８０１ 

   豊橋市今橋町６ 
（０５３２）５２－１３１２ 
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４．許可を受けた後の届出 

 

許可を受けた後は、法人、個人にかかわらず毎年事業年度終了後４か月以内に

「事業年度終了届出書」を提出しなければなりません。 
また、許可申請書および添付書類の内容に変更が生じた場合には、提出期限内

に「変更届出書」等を提出する必要があります。 
なお、届出に際しては、資料添付が必要となる場合があります。 
届出の提出が遅れた場合は、法令に基づく罰則や監督処分の対象となります

ので、法令を遵守していただきますようお願いします。 
 
※必要な事業年度終了届出書や変更届出書等の提出がなされていないと、

更新の申請をすることができません。特に、経営業務の管理責任者や営業

所の専任技術者の在職状況については、許可要件に関わる事項ですので、

届出が遅れないよう注意してください。 

 
届出手続の詳細については、「建設業法による変更届等の手引（変更届出書編）」

及び「建設業法による変更届等の手引（事業年度終了届編）」をご覧ください。 

⇒建設業・不動産業室のＷｅｂサイトからダウンロードできます（裏表紙参照）。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

令和２年１０月１日から、社会保険の加入が許可要件となったことに伴い、変

更届出の手続が変わりました。 

○健康保険等の加入状況に変更があった場合、営業所を新設した場合は、事実

発生後２週間以内に変更届（様式第７号の３）を提出する必要があります。 

○事業年度終了時点において従業員数に変更があった場合は、事業年度終了届

出書と一緒に変更届（様式第７号の３）を提出する必要があります。（使用

人数（様式４号）も同時に提出してください。） 

お知らせ 



- 5 - 
 

※許可を受けた後の届出等一覧 

 

届出事項 提出期限 備  考 

事業年度（決算期）が終了したとき＜毎期提出＞ 

毎事業年度 

経過後 

４か月以内 

事業年度終了届出書 

一式 

定款の変更（定款または株主総会議事録の写し）  

使用人数の変更 

健康保険等の加入状況の変更 

（従業員数のみの変更の場合） 

健康保険等の加入状況の変更 

(加入状況に変更があったとき、営業所を新設したとき) 

事実発生後

２週間以内 

許可要件に関わる事項

です。届け忘れがない

よう、ご注意ください。 

常勤役員等（経営業務の管理責任者等）、常勤役員等及

び当該常勤役員等を直接に補佐する者の変更（氏名の変

更を含む） 

営業所の専任の技術者の変更（氏名の変更を含む） 

令第３条に規定する使用人の変更 

商号又は名称の変更 

事実発生後 

３０日以内  

「役員等」には、法人の

役員の他、顧問・相談

役・株主（総株主の議

決権の 100 分の５以上

を有する個人又は出資

総額の 100 分の 5 以上

に相当する出資をして

いる個人）が含まれます

（監査役は除きます）。 

既存の営業所の名称、所在地又は業種の変更 

営業所の新設又は廃止 

資本金額（出資総額）の変更 

法人の役員等の変更 

（就退任、代表者の変更、常勤⇔非常勤、氏名の変更等） 

個人の事業主の氏名の変更 

個人事業主で支配人を設けている場合の支配人の変更

（氏名の変更、新任、退任） 

経営業務の管理責任者が複数人いた場合の削除、専任

技術者の削除（交替者がいない場合）、欠格要件該当 

事実発生後 

２週間以内 
 

廃業（許可を受けた建設業） 
廃業から 

３０日以内 

許可業種の一部を廃業

する場合は変更届等の

提出が必要 

事業年度終了届出

書と併せて提出 
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５．更新・業種追加・許可区分の変更・許可換え等の申請 

詳細については、「建設業許可申請の手引き（申請手続編）」及び「建設業許可申

請の手引き（申請書記載例編）」をご覧ください 

⇒建設業・不動産業室のＷｅｂサイトからダウンロードできます（裏表紙参照）。 

 
（１）許可の更新 

建設業許可の有効期間は、許可のあった日から満５年間です。例えば、令和５

年７月１９日に許可を受けた場合は、令和１０年７月１８日が満了日です（満了

日が閉庁日であってもその日をもって満了するので注意してください）。 
引き続き建設業を営もうとする場合は、有効期間満了の３０日前までに許可

の更新の申請をしてください。なお、愛知県では満了の日の３か月前から受付を

行っていますので、できるだけ早く申請をしてください。 
なお、この間（許可の日から満了の日）に必要な事業年度終了届出書や変更届

出書等の提出がなされていないと、更新の申請をすることができません。特に、

経営業務の管理責任者や営業所の専任技術者の在職状況については、許可要件

に関わる事項ですので、届け忘れがないよう注意してください。 
 
 

R5.7.19 

(2023.7.19)  

R10.4.18 

(2028.4.18) 

更新申請の 

期 間 
R10.6.18 

(2028.6.18)  

R10.7.18 

(2028.7.18) 

           

           

許可の日  満了の 
３か月前 

 満了の 
３０日前 

 満了の日 

 ＜------------------------------------有効期間満５年間------------------------------------＞  
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（２）許可業種の追加＜業種追加＞ 

建設業許可は、業種別許可制度です（２９業種に分かれています）。 
現在受けている許可業種以外の業種の工事は、軽微な工事又は附帯工事（※）

を除いて請け負うことはできません。許可を受けていない業種で軽微でない工

事を請け負う場合には、該当業種について別途許可を受けてください。 
なお、業種追加の申請を現在受けている許可の更新と同時に一本化（許可の日

を同じにする）で行う場合には、現在の許可の有効期間満了の３０日前までに申

請をしなければなりません。 
※軽微な工事・附帯工事については、９ページをご覧ください。 

 

（３）許可区分（一般⇔特定）の変更＜般・特新規＞ 

建設業許可は、一般建設業の許可と特定建設業の許可に分かれています。 
発注者から直接請負った 1 件の工事を施工するにあたり、下請代金の合計の

金額が 4,500 万円以上（建築一式工事については、7,000 万円以上）（いずれも

消費税および地方消費税を含む）となるような下請契約をして施工する場合は、

特定の建設業許可が必要です。 
なお、現に受けている一般又は特定建設業許可は、新たに特定又は一般建設業

の許可（現に受けている許可と異なる区分の許可）を受けたときにその効力を失

います。 
また、般・特新規の申請を現在受けている許可の更新と同時に一本化（許可の

日を同じにする）で行う場合には、現在の許可有効期間満了の３０日前までに申

請をしなければなりません。 
 
（４）許可換え（愛知県知事許可→他知事許可・大臣許可） 

建設業許可は、知事許可と大臣許可に分かれています。 
許可を受けた後、次の事項に該当した場合は許可換えの申請をしてください。 
①他の都道府県に支店又は営業所を設けた場合 
⇒国土交通大臣へ許可換えの申請 

②他の都道府県に主たる営業所を移転した場合 
⇒当該都道府県知事へ許可換えの申請 

なお、現に受けている愛知県知事許可は、新たな許可を受けたときにその効力

を失いますので、廃業届等の提出は不要です。 
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※許可申請手数料 

           許可の区分 

申請区分 

一般又は特定の一方のみ 

申請する場合 

一般と特定の両方を 

申請する場合 

１．新規 ９０，０００円  １８０，０００円  

２．許可換え新規 ９０，０００円  １８０，０００円  

３．般・特新規 ９０，０００円    

４．業種追加 ５０，０００円  １００，０００円  

５．更新 ５０，０００円  １００，０００円  

６．般・特新規＋業種追加   １４０，０００円  

７．般・特新規＋更新   １４０，０００円  

８．業種追加＋更新 １００，０００円        ※ 

９．般・特新規＋業種追加＋更新   １９０，０００円  

※ 一般又は特定の一方のみで追加＋一般と特定の両方を更新  １５０，０００円 

一般と特定両方で追加＋一般と特定の両方を更新      ２００，０００円 

《大臣許可に許可換えする場合》 
           許可の区分 

申請区分 

一般又は特定の一方のみ 

申請する場合 

一般と特定の両方を 

申請する場合 

１．許可換え新規 １５０，０００円  ３００，０００円  

 

６．経営事項審査 

 
公共性のある施設又は工作物に関する建設工事（国、県、市町村、公社等の発

注する工事）で、建築一式工事は 1,500 万円以上、その他の工事は 500 万円以上

のものを直接請け負おうとする建設業者は、経営に関する客観的事項の審査（経

営事項審査）を受けなければなりません。 
また、発注者である公共機関と請負契約を締結する際に、その日より１年７か

月以内に審査基準日のある経営事項審査の結果通知書がなければなりません。 
⇒詳しくは「経営事項審査申請等の手引」をご覧ください。 

建設業・不動産業室のＷｅｂサイトからダウンロードできます（裏表紙参照）。 
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７．すべての許可業者の遵守事項 

 

（１）一般的事項 
 

① 許可を受けていない業種の工事は請け負うことができません。ただし、次

に掲げる場合についてはこの限りではありません。（建設業法第３条） 
 

(ア)建設業法施行令第１条の２に定める軽微な建設工事 
 

建築一式工事 工事１件の請負代金の額が 1,500 万円（消費税お

よび地方消費税を含む）に満たない工事又は延べ

面積が 150 平方メートルに満たない木造住宅を建

設する工事 

建築一式工事 
以外の工事 

工事１件の請負代金の額が 500 万円（消費税およ

び地方消費税を含む）に満たない工事 

 
(イ)許可を受けた建設工事に附帯する建設工事 
 

附帯工事とは、請け負った建設工事を施工するために生じた他の従 

たる建設工事で、その工事自体が独立の使用目的に供されるもので

ない工事 
 
② 特定建設業の許可を受けた者でなければ、発注者から直接工事を受注した

元請業者として、下請代金の総額が 4,500 万円以上（建築一式工事について

は、7,000 万円以上。いずれも消費税および地方消費税を含む。）となる下請

契約はできません。（建設業法第 15条） 

 

（２）法令の遵守 
 

建設業法の諸規定およびその業務に関する他の法令に違反したときは、建 

設業法に基づき、指導、助言、勧告又は指示、営業の停止、許可の取消の処分

が行われる場合があります。 
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（３）契約書 
 
請負契約の締結に当たっては、契約の内容となる一定の重要事項を明示した

適正な契約書を作成し、下請工事着工前までに署名又は記名押印して相互に交

付しなければなりません。建設業法では以下の 15 項目を満たしていなければ

なりません。（建設業法第 19条） 

≪契約書に記載しておかなければならない重要事項 15 項目≫ 

契    約    書 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

              
           
        
    
       

 
 

   

※建設リサイクル法対象工事の場合は、以下の４項目を書面で記載しなければなりません。 

① 分別解体の方法                         ② 解体工事に要する費用  

③ 再資源化するための施設の名称及び所在地 ④ 再資源化等に要する費用 

 

≪書面での契約締結方法≫ 
 

公共工事・民間工事ともに契約内容を以下のいずれかの書面で作成します。 
 
①  

 
②                ＋  

 
③                ＋    

① 工事内容 
 
② 請負代金の額 
 
③ 工事着手の時期及び工事完成の時期 
 
④ 工事を施工しない日又は時間帯の定め

をするときは、その内容 
 
⑤ 請負代金の全部又は一部の前払金又は

出来形部分に対する支払の定めをする
ときは、その支払の時期及び方法 

 
⑥ 当事者の一方から設計変更又は工事着

手の延期もしくは工事の全部もしくは
一部の中止の申出があった場合におけ
る工期の変更、請負代金の額の変更又
は損害の負担及びそれらの額の算定方
法に関する定め 

 
⑦ 天災その他不可抗力による工期の変更

又は損害の負担及びその額の算定方法
に関する定め 

 
⑧ 価格等の変動もしくは変更に基づく請

負代金の額又は工事内容の変更  

⑨ 工事の施工により第三者が損害を受けた
場合における賠償金の負担に関する定め 

 
⑩ 注文者が工事に使用する資材を提供し、

又は建設機械その他の機械を貸与すると
きは、その内容及び方法に関する定め 

 
⑪ 注文者が工事の全部又は一部の完成を確

認するための検査の時期及び方法並びに
引渡しの時期 

 
⑫ 工事完成後における請負代金の支払の時

期及び方法 
 
⑬ 工事の目的物が種類又は品質に関して契

約の内容に適合しない場合におけるその
不適合を担保すべき責任又は当該責任の
履行に関して講ずべき保証保険契約の締
結その他の措置に関する定めをするとき
は、その内容 

 
⑭ 各当事者の履行の遅滞その他債務の不履

行の場合における遅延利息、違約金その
他の損害金 

 
⑮ 契約に関する紛争の解決方法 

  

請 負 契 約 書 

注文書・請書 基本契約書 

注文書・請書 基本契約約款 
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（４）公正な契約 
 

① 注文者は、自己の取引上の地位を不当に利用して通常必要と認められる 

原価に満たない金額で契約してはなりません。（建設業法第 19 条の３） 
 
② 注文者は、請負契約を締結後、取引上の地位を不当に利用して、その注文

した工事に使用する資材もしくは機械器具又はその購入先を指定し、これら

を請負人に購入させ、その利益を害してはなりません。（建設業法第19条の４） 
 
③ 注文者は、著しく短い工期での契約をしてはなりません。（建設業法第 19条の５） 
 

④ 請負契約を締結するに際して、工事内容に応じ、工事の種別ごとの材料費、

労務費その他の経費の内訳並びに工事の工程ごとの作業及びその準備に必

要な日数を明らかにして、建設工事の見積りを行うよう努めなければなりま

せん。また、注文者から請求があったときは、請負契約が成立するまでの間

に見積書を交付しなければなりません。（建設業法第 20条） 

 

（５） 技術者の配置 
 

① 主任技術者や監理技術者の設置（建設業法第 26 条） 
 
  建設業者は、請け負った建設工事を施工する場合には、請負金額の大小、 

元請・下請に関わらず、必ず工事現場に施工の技術上の管理をつかさどる主 

任技術者を設置しなければなりません。 

 なお、下請の主任技術者に関し、特定専門工事については、元請の主任技

術者が下請の主任技術者が行うべき施工管理を併せて行うことの書面によ

る合意がある場合には、下請の主任技術者の設置が不要となりました（特定

専門工事とは、専門工事のうち、下請代金の合計額が 4,000 万円未満の鉄筋

工事及び型枠工事）。 

また、発注者から直接工事を請け負い（元請）、かつ 4,500 万円（建築一

式工事の場合は 7,000 万円）以上を下請契約して施工する特定建設業者にあ

っては、主任技術者に代えて監理技術者を設置しなければなりません。 
 

② 主任技術者や監理技術者の工事現場における専任（建設業法第 26 条） 
 

公共性のある施設もしくは工作物又は多数の者が利用する施設もしくは

工作物に関する重要な建設工事で、工事一件の請負金額が 4,000 万円（建築 

一式工事の場合は 8,000 万円）以上のものについては、工事の安全かつ適正

な施工を確保するために、設置される主任技術者又は監理技術者は工事現場

ごとに専任の者でなければなりません（下請工事であっても適用されます）。 

ただし、監理技術者補佐を専任で置く場合は、２現場に限り兼任できます。 
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（６） 一括下請負の禁止 
 
工事の一括下請負とは、工事を請け負った建設業者が、施工において実質的

に関与をせず、下請負人にその工事の全部又は主たる部分もしくは独立した一

部を一括して請け負わせることをいい、建設業法では原則として禁止していま

す。（建設業法第 22 条） 
 
（７） 帳簿の備付け 

 
  建設業者は、営業所ごとに、その営業に関する次の事項を記載した帳簿を備

え、かつ、当該帳簿及びその営業に関する図書を保存しなければなりません。

（建設業法第 40 条の３） 

 

≪帳簿≫ 
 
 〇 保存期間は５年間 
 

※ただし、発注者（宅地建物取引業法に規定する宅地建物取引業者を除く。）と

締結した住宅を新築する建築工事に関するものについては 10 年間。 

 

 ≪帳簿に記載すべき内容≫ 
  

① 営業所の代表者の氏名及びその就任日 
 
② 注文者と締結した建設工事の請負契約に関する以下の事項    

・請け負った建設工事の名称、工事現場の所在地 
・注文者との契約日 
・注文者の商号、住所、許可番号 
・注文者による完成を確認するための検査が完了した年月日 
・当該建設工事の目的物の引渡しをした年月日   

③ 下請契約に関する事項    
・下請負人に請け負わせた建設工事の名称、工事現場の所在地 
・下請負人との契約日 
・下請負人の商号、住所、許可番号 
・建設工事の完成を確認するための検査を完了した年月日 
・当該建設工事の目的物の引渡しを受けた年月日 

 
※注意１  

   特定建設業の許可を受けている者が注文者（元請工事に限らない。）となって一

般建設業者（資本金が 4,000 万円以上の法人企業を除く。）に建設工事を下請負し

た場合には、以下の事項についても記載が必要となります。 
 

・支払った下請代金の額、支払った年月日及び支払手段 
・支払手形を交付したときは、その手形の金額、交付年月日、手形の満期 
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・代金の一部を支払ったときは、その後の下請代金の支払残額 
・遅延利息の額・支払日（下請負人から引き渡しの申出から 50日を経過した 
場合に発生する遅延利息（年 14.6％）の支払に係るもの） 

 

※注意２  
発注者（宅地建物取引業法に規定する宅地建物取引業者を除く。）と住宅を新築

する建築工事の請負契約を締結した場合には、以下の事項についても記載が必要と

なります。 
 

・当該住宅の床面積 

・当該住宅の請負契約が、発注者と二以上の建設業者との間で締結された場合は、
建設瑕疵負担割合 

・当該住宅について、保険法人と住宅建設瑕疵担保責任保険契約を締結し、保険証

券又はこれに代わるべき書面を発注者に交付しているときは、保険法人の名称 

 

≪帳簿の添付書類≫ 
 

① 契約書又はその写し  
② 特定建設業の許可を受けている者が注文者（元請工事に限らない。） 
となって一般建設業者（資本金が 4,000 万円以上の法人企業を除く。）

に建設工事を下請負した場合には、下請代金の支払済額、支払った年月

日及び支払手段を証明する書類（領収書等）又はその写し 
 

   ③ 建設業者が施工体制台帳を作成したときは（元請工事に限る。）、工事

現場に据え付ける施工体制台帳の以下の部分。（工事完了後に施工体制

台帳から必要な部分のみを抜粋します。）  
・当該工事に関し、実際に工事現場に置いた主任技術者又は監理技術者の氏名、

有する主任技術者資格又は監理技術者資格  
・監理技術者補佐を置いたときは、その者の氏名、有する監理技術者補佐資格  
・主任技術者若しくは監理技術者又は監理技術者補佐以外に専門技術者を置

いたときは、その者の氏名、その者が管理を担当した建設工事の内容、有す
る主任技術者資格  

・下請負人（末端までの全業者を指しています。以下同じ。）の商号、許可番号  
・下請負人に請け負わせた建設工事の内容、工期  
・下請業者が実際に工事現場に置いた主任技術者の氏名、有する主任技術者資格  
・下請負人が主任技術者以外に専門技術者を置いたときは、その者の氏名、そ

の者が管理を担当した建設工事の内容、有する主任技術者資格 
 
   ※ なお、発注者から直接請け負った元請業者には、以下の営業に関する

図書について 10 年の保存が義務づけられています。 
 

・完成図 
・発注者との打合せ記録 
・施工体系図 
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８．元請負人の遵守事項 

 
（１） 下請負人の意見聴取 
 

元請負人は、請け負った工事を施工するために必要な工程の細目、作業方法

等を定めようとするときは、あらかじめ下請負人の意見を聴かなければなりま

せん。（建設業法第 24 条の２） 
 
（２） 出来形払・完成払 
 

元請負人は、工事の出来形部分に対する支払又は工事完成後における支払を

受けたときは、その支払対象となった工事を施工した下請負人に対して、相当

する下請代金を１か月以内で、かつ、できる限り短い期間内に支払わなければ

なりません。 

なお、下請代金のうち労務費に相当する部分については、現金で支払うよう

適切な配慮をしなければなりません。（建設業法第 24 条の３） 

 
（３） 前払金 
 

元請負人は、前払金の支払を受けたときは、下請負人に対して資材の購入、

労働者の募集その他建設工事の着手に必要な費用を前払金として支払うよう

配慮しなければなりません。（建設業法第 24 条の３） 
 
（４） 検査・引渡し 
 

下請工事の完成を確認するための検査は、下請負人から工事完成の通知を受

けた日から 20 日以内に行い、かつ、完成検査後に下請負人が工事の目的物の

引渡しを申し出たときは、直ちに引渡しを受けなければなりません。 
（建設業法第 24 条の４） 
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９．特定建設業者の遵守事項 

 
（１） 下請代金の支払期限 
 

特定建設業者は、下請負人（特定建設業者又は資本金が 4,000 万円以上の法

人を除く。）からの工事の目的物の引渡し申出日から起算して 50 日以内で、か

つ、できる限り短い期間内に下請代金を支払わなければなりません。このルー

ルに違反して支払期日が定められた場合は、引渡し申出日から起算して 50 日

を経過する日が支払期日とみなされ、支払期日が定められなかった場合は、引

渡し申出日が支払期日となります。 

 すなわち、特定建設業者は、元請としての義務と特定建設業者としての義務

の両方の義務を負うので、出来形払いや完成払いを受けた日から１か月以内か、

引渡しの申出から 50 日以内の支払期日（支払期日の定めがなければ引渡し申

出日）のいずれか早い方で支払わなければなりません。（建設業法第 24 条の６） 

 

（２） 下請代金の支払方法 
 

特定建設業者は、下請代金の支払につき下請代金の支払期日までに、一般の

金融機関による割引を受けることが困難であると認められる手形を交付して

はなりません。（建設業法第 24 条の６） 
 
（３） 支払にかかる遅延利息 
 

特定建設業者は、下請代金を期日までに支払わなかったときは、下請負人か

らの工事の目的物の引渡し申出日から起算して、50 日を経過した日から下請

代金の支払をする日までの期間に対応する年 14.6％の遅延利息を支払わなけ

ればなりません。（建設業法第 24条の６） 

 
（４） 下請負人に対する指導等 
 

特定建設業者が発注者から直接建設工事を請け負い、元請となった場合には、

下請負人が建設業法、建築基準法、宅地造成等規制法、労働基準法、職業安定

法、労働安全衛生法、労働者派遣法の規定に違反しないよう指導に努めなけれ

ばなりません。 
また、下請負人が是正しない場合は、当該下請負人の建設業の許可をした国

土交通大臣もしくは都道府県知事又は工事の現場を管轄する都道府県知事に、

建設業の許可を受けていない場合は、その工事現場を管轄する都道府県知事に

通報しなければなりません。 
なお、下請負人は、直接元請業者と契約した下請負人だけでなく、工事に携

わった全ての下請負人が対象になります。（建設業法第 24条の７） 
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（５） 施工体制台帳および施工体系図 
 

特定建設業者は、発注者から直接請け負った建設工事を施工するために締結

した下請契約の請負代金の総額が 4,500 万円（建築一式工事：7,000 万円）以

上になる場合は（公共工事については、その下請契約の額にかかわらず）、施

工体制台帳を作成することが義務づけられています。施工体制台帳は、工事を

請け負う全ての業者名、各業者の施工範囲、工期、各業者の技術者氏名等を記

載した台帳をいい、発注者から請求があった場合には、発注者の閲覧に供しな

ければなりません。 

また、各下請負人の施工の分担関係を表示した施工体系図を作成し、公共工

事については工事現場の工事関係者が見やすい場所及び公衆が見やすい場所

に、民間工事については工事関係者が見やすい場所に、掲示しなければなりま

せん。（建設業法第 24 条の８） 

 
 
１０．電子申請について 
 

 
 令和５年１月１０日から、建設業許可・経営事項審査の申請等について、建設

業許可・経営事項審査電子申請システム（ＪＣＩＰ）により電子申請ができるよ

うになりました。 

  

 〇電子申請ができる手続 

  ・建設業許可申請（新規、許可換え新規、般・特新規、業種追加、更新） 

  ・変更届（事業年度終了届出書含む） 

  ・廃業届 

  ・経営事項審査申請 

 

 ⇒詳しくは、建設業・不動産業室のＷｅｂサイト「建設業許可・経営事項審査

の電子申請について」をご覧ください。  

 



各種手引および許可申請書等書類の入手方法 

愛知県の建設業・不動産業室～建設業・宅地建物取引業・不動産鑑定業～の 
Web ページからダウンロードできます。            

 
（https://www.pref.aichi.jp/site/kensetsugyo-fudosangyo/）   

 
 
 
 

    
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  令和５年１月版 
愛知県都市・交通局都市基盤部都市総務課建設業・不動産業室 

「建設業許可（手引き・様式）」から 
・建設業許可申請書 
（新規、業種追加、更新など）様式 

・事業年度終了届出書 様式 
・変更事項の届出書類（廃業届含む）様式 
・「建設業許可申請の手引 

（申請手続編）（申請書記載例編）」 
 「建設業法による変更届等の手引 
（事業年度終了届編）（変更届出書編）」 

 のダウンロードができます。 

☆建設業許可に関する「お知らせ」を掲載し
ています。 

Google や Yahoo!などの検索サイトで「愛知県 建設業・不動産業室」と検索 

「経営事項審査（手引き・様式）」から 

・経営事項審査関係様式 
・「経営事項審査申請等の手引」 
 のダウンロードができます。 

本県では毎年、建設業者の皆様を対象とした研修会を開催しておりますので、 

是非ご参加ください。また、Youtube チャンネルに説明動画を掲載しましたので 

是非ご覧ください。開催の詳細につきましては、当室Ｗｅｂページでお知らせ 

いたします。 

https://www.pref.aichi.jp/site/kensetsugyo-fudosangyo/

